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はじめに 

 

本機関は、業務規程第 23条の規定に基づき、一般送配電事業者から提出された供給区

域需要の想定について、その妥当性や送配電等業務指針及び需要想定要領等への適合性

を確認するとともに、供給区域需要の想定の合計からなる全国の需要想定を策定し、公表

することとしている。 

先般、一般送配電事業者から、2025 年度供給計画における供給区域需要の想定の提出

を受けたので、その内容の確認結果、及びその合計からなる全国の需要想定について報告

する。 

想定の対象は以下のとおりである。 

・最大需要電力（送電端） 

・需要電力量 （送電端、需要端、使用端） 

 

なお本想定は、需要想定要領に基づき、過去の電力需要実績と、それに影響を与えると

考えられる要因（人口、経済指標などの指標）との回帰分析等により、将来の需要を想定

するというものであり、その想定にあたっては過去のトレンドから蓋然性の高いと思わ

れる指標を基礎としている。 

一方で、2050 年カーボンニュートラル実現に向けた電化需要の増加など、政策的な観

点から大きな転換が求められることが想定される。それらの情勢変化によっては、今回の

想定と実際の需要との相当程度の乖離や、将来における想定の見直しの可能性があるこ

とに留意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【業務規程】 

（全国の需要想定の策定） 

第 23条 本機関は、送配電等業務指針に定めるところにより、一般送配電事業者たる会員から、当該

会員の供給区域需要の想定の提出を受ける。 

２ 本機関は、供給区域需要の想定の提出を受けたときは、当該会員から必要に応じて、その根拠や考

え方を聴取し、送配電等業務指針及び需要想定要領との適合性その他適切に需要想定を行うために必

要な事項を確認するとともに、その妥当性を確認する。 

３ 本機関は、前項の確認の結果、供給区域需要の想定が妥当でないと認めたときは、当該供給区域の

一般送配電事業者たる会員に対して、期限を示した上で、供給区域需要の想定の見直し及び見直後の需

要想定の提出を求める。本機関は、見直後の需要想定の提出を受けた場合には、前項に準じて、その妥

当性を確認する。 

４ 本機関は、毎年１月末日までに、第２項及び第３項において妥当性を確認した全ての供給区域需

要の想定の合計からなる全国の需要想定を策定する。 

５ 本機関は、全国の需要想定を策定したときは、全国及び供給区域ごとの需要想定を公表する。 
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１．供給区域ごとの需要想定の確認について 

 

業務規程第 23 条の規定に基づき、一般送配電事業者から 2025 年度の需要想定報告調

書の提出を受けるとともに、当該事業者へ需要想定の根拠や考え方を聴取し、供給区域ご

との需要想定について以下の事項を確認した。 

 

（１）送配電等業務指針及び需要想定要領への適合性 

 

① 確認事項 

一般送配電事業者は、送配電等業務指針第４条の規定に基づき、本機関の公表する経

済見通しその他の情報、直近の需要動向、過去の需要の実績、供給区域の個別事情等を

考慮し、需要想定要領に基づき、自らの供給区域需要の想定を行い、毎年度１月 20 日

までに本機関に提出する。 

また、需要想定要領において、供給区域需要の想定は、原則として時系列又は経済見

通しとの回帰式により行うこと等、想定の手法について定めている。 

これらの規程等に照らして、一般送配電事業者の需要想定の適合性を確認する。 

 

② 確認結果 

一般送配電事業者の需要想定が、時系列又は経済見通しとの回帰式により行われて

いること、直近の需要動向、需要実績等を考慮していること等、送配電等業務指針及び

需要想定要領に基づいて実施されていることを確認した。 

 

（２）本機関が公表した経済見通しの使用状況 

 

① 確認事項 

本機関は、2024年 11月 27日、ウェブサイトにおいて、需要想定の前提となる人口、

国内総生産（GDP）、鉱工業生産指数（IIP）等の経済見通しを公表した1。  

一般送配電事業者が、経済見通しを想定に用いている場合には、本機関が公表した経

済見通しを用いていることを確認する。 

 

② 確認結果 

一般送配電事業者の需要想定で、経済見通しとの回帰式を用いている場合において

は、本機関が公表した経済見通しを用いていることを確認した。 

 

（３）供給区域の個別事情や地域特性の反映状況 

 

①  確認事項 

需要想定要領において、一般送配電事業者は供給区域需要の想定の際に、必要に応じ

て地域の特性や個別需要家の動向等を考慮して想定することを定めており、こうした

考慮が適切に行われていることを確認する。 

 

 

                             
1 https://www.occto.or.jp/juyousoutei/2024/241127_juyousoutei_2025.html 

 

 

https://www.occto.or.jp/juyousoutei/2024/241127_juyousoutei_2025.html
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② 確認結果 

一般送配電事業者の需要想定に供給区域の個別事情や地域特性を反映している場合

においては、その根拠や考え方を聴取すること等により、適切に考慮されていることを

確認した。 

 

主な反映点等は以下のとおりである。 

・ 住宅用太陽光発電の自家消費（全供給区域） 

・ 節電・省エネ影響（全供給区域） 

・ 大阪万博の開催（関西） 

・ 個別需要家へのアンケート結果（生産動向や自家発動向等）（北陸、中国、沖縄） 

・ データセンター・半導体工場の新増設（北海道、東北、東京、中部、関西、中国、九州） 

・ 能登半島地震（北陸） 

・ 発電所の停止中所内電力（沖縄を除く供給区域） 

 

（４）供給区域需要の想定の妥当性 

  

① 確認事項 

業務規程第 23条の規定に基づき、全ての供給区域需要の想定の妥当性を確認する。 

 

② 確認結果 

一般送配電事業者の需要想定の根拠や考え方の他、前回想定水準との差異、実績と想

定の傾向変化を適切に分析していることについて重点的に確認し、全ての供給区域需

要の想定で妥当性を確認した。 
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２．全国及び供給区域ごとの需要想定取りまとめ結果について 

（１）全国の需要想定 

供給区域需要の想定の合計からなる全国の需要想定は以下の結果となった。 

 

① 最大需要電力 

2034 年度における全国の最大需要電力は 164,591 千 kW（+0.4%：2024～2034 年度平

均増減率2）となり、2024年度供給計画最終年度（2033年度）断面で比較すると+3,060

千 kW上回った。 

 

図１ 最大需要電力全国合計（夏季：送電端）（単位：千 kW） 

 

2024年度実績の夏季については 157,604千 kWとなり、節電・省エネ影響の弱まりや経

済回復などにより、前年度実績（2023年度）からは+372 千 kW増（+0.2%）となった。 

2025年度は 159,161 千 kWとなり、節電・省エネ影響は継続する一方で、経済成長及び

データセンター・半導体工場の新増設に伴う需要増加により、2024年度実績に比べ+1,557

千 kW増（+1.0%）となる。2026年度以降についても、人口減少や節電・省エネなどの減少

影響よりも経済成長やデータセンター・半導体工場の新増設が続くため、2034年度にかけ

て増加するものと想定した3。 

 

② 需要電力量（使用端） 

2034年度における全国の需要電力量（使用端合計）は 852,438 百万 kWh（+0.6%）となり、

2024年度供給計画最終年度（2033年度）断面で比較すると+17,960 百万 kWh上回った。 

 

図２ 需要電力量全国合計（使用端）（百万 kWh） 

                             
2 以降、断りの無い限り括弧内に記載の増減率は 2024～2034年度平均増減率を示す。 
3 現時点でのデータセンター・半導体工場の申込状況をもとに想定した結果、2031 年度を境に伸びが

減少しているが、将来の新増設申込の動向により変わる可能性がある。 
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2024 年度推定実績については 805,908 百万 kWh となり、節電・省エネ影響の弱まりや

経済回復などにより、前年度実績（2023 年度）から+2,329 百万 kWh 増（+0.3%）となる。 
2025 年度は 808,584 百万 kWh となり、節電・省エネ影響は継続する一方で、経済成長

及びデータセンター・半導体工場の新増設に伴う需要増加により、2024年度推定実績に比
べ+2,676百万 kWh増（+0.3%）となる。2026年度以降についても、人口減少や節電・省エ
ネなどの減少影響よりも経済成長やデータセンター・半導体工場の新増設が続くため、
2034年度にかけて増加するものと想定した 3。 
 

③ 需要電力量（家庭用その他4） 
2034 年度における全国の需要電力量（家庭用その他）は 277,787 百万 kWh（▲0.6%）と

なり、2024年度供給計画最終年度（2033年度）断面で比較すると+3,725百万 kWh上回った。 

 

図３ 需要電力量全国合計（家庭用その他）（百万 kWh） 
 
2024 年度推定実績については 293,755 百万 kWh となり、節電・省エネ影響が弱まるも

のの、前年度実績（2023年度）からは▲385 百万 kWh減（▲0.1%）となる。 

2025 年度は 292,211 百万 kWh となり、人口減少や節電・省エネ影響などにより、2024
年度推定実績に比べ▲1,544 百万 kWh減（▲0.5%）となる。2026年度以降についても、人
口減少や節電の定着及び省エネ進展の影響等により、2034年度まで減少が続くものと想定
した。 
 

④  需要電力量（業務用） 
2034年度における全国の需要電力量（業務用）は 194,572 百万 kWh（+0.1%）となり、

2024年度供給計画最終年度（2033年度）断面で比較すると+923 百万 kWh上回った。 

 
図４ 需要電力量全国合計（業務用）（百万 kWh） 

                             
4 「家庭用その他」の「その他」は、低圧により受電する需要のうち小型の工場・商店で使用する低圧

電力（契約電力 50kW未満）や、公衆街路灯等を指す。 
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2024 年度推定実績については 193,253 百万 kWh となり、節電・省エネ影響が継続す

ることなどにより、前年度実績（2023年度）からは▲673百万 kWh減（▲0.3%）となる。 

2025 年度は 193,850 百万 kWh となり、節電・省エネ影響は継続するものの、経済成

長などから、2024 年度推定実績に比べ+597 百万 kWh 増（+0.3%）となる。2026 年度以

降は、経済成長などの増加影響と人口減少や節電の定着及び省エネ進展の影響等が拮

抗し、2034年度までほぼ同水準で推移するものと想定した。 

 

⑤ 需要電力量（産業用その他5） 

2034年度における全国の需要電力量（産業用その他）は 380,078 百万 kWh（+1.8%）とな

り、2024年度供給計画最終年度（2033年度）断面で比較すると+13,312 百万 kWh上回った。 

 
図５ 需要電力量全国合計（産業用その他）（百万 kWh） 

 

2024年度推定実績については 318,899百万 kWhとなり、生産水準の回復などにより、

前年度実績（2023年度）からは+3,388百万 kWh増（+1.1%）となる。 

2025年度は 322,522 百万 kWhとなり、生産水準の回復に加えデータセンター・半導体

工場の新増設に伴う需要増加などを見込んだ影響により、2024 年度推定実績に比べ

+3,623百万 kWh増（+1.1%）となる。2026年度以降についても、データセンター・半導

体工場の新増設が見込まれるため、2034年度まで増加が続くものと想定した 3。 

 

表１ 全国の需要想定結果6 

 

(注)表中の単位は、最大需要電力：千 kW、需要電力量：百万 kWh、年負荷率：％である 

 

 

                             
5「産業用その他」の「その他」は、高圧・特別高圧の建設工事用・農事用・臨時用等を指す。 
6 本文掲載以外の想定値については、巻末の別添４の各表を参照されたい。 
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（２）供給区域ごとの需要想定 

全国の需要想定の内訳となる供給区域ごとの需要想定について、対象項目別の想定結

果を以下に示す。 

 

① 最大需要電力 

2024年度と 2034年度の需要を比較した際の特徴としては、データセンター・半導体

工場の新増設に伴う個別計上により、北海道、東京、中国の需要が特に増加しているこ

とが挙げられる。 

 

図６ 供給区域ごとの最大需要電力の比較（送電端：2024年度を 100 とした指数） 

 

表２ 最大需要電力（送電端）（千 kW） 
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② 需要電力量（使用端合計及び需要区分ごと） 

2024年度と 2034年度の需要を比較した際の特徴としては、用途ごとに以下が挙げら

れる。 

 

(ⅰ)家庭用その他 

沖縄は人口が減少傾向に転じたものの、口数は引き続き増加することから需要増を

見込んでいる。 

 

(ⅱ)業務用 

北海道は札幌市街地再開発やリゾート開発等の需要増を見込んでいる。また、沖縄も

新規大型商業施設や観光客数の増加を背景とした宿泊施設の増加等による需要増を織

り込んでいる。 

 

(ⅲ)産業用その他 

北海道、東北、東京、中部、関西、中国、九州はデータセンター・半導体工場の新増

設に伴う需要増を個別加算分として織り込んでいる。 

 

 

図７ 供給区域ごとの需要電力量の比較 

（使用端合計及び需要区分ごと：2024年度を 100とした指数） 
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表３ 需要電力量（使用端）（百万 kWh） 

 

 

 

表４ 需要電力量（家庭用その他、業務用、産業用その他）（百万 kWh） 
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３．まとめ（概要） 

 

全国の 2034 年度における最大需要電力は 164,591 千 kW（+0.4％：2024～2034 年度平

均増減率）、需要電力量（使用端合計）は 852,438 百万 kWh（+0.6％）となり、一般送配

電事業者が昨年に届け出た 2024 年度供給計画の最終年度（2033 年度）断面で比較する

と、最大需要電力は 3,060 千 kW の上方修正、需要電力量（使用端合計）は 17,960 百万

kWhの上方修正となった。 

家庭用その他については、節電は定着し省エネは引き続き進展する見込みであること

から減少傾向が継続する見通しとした。また、業務用については、想定期間においてほぼ

同水準で推移する見通しとした。一方、産業用その他については、データセンター・半導

体工場の新増設などといった大規模な需要の個別計上があるため増加傾向となる見通し

となった。そのため、需要電力量（使用端合計）としては、2028 年度までは前回想定を

下回るが、産業用その他の需要増の影響により 2029年度以降は前回想定を上回る結果と

なった。 

なお、2050 年カーボンニュートラル実現に向けた電化需要の増加など、社会情勢の変

化にも注視しつつ、それらの需要想定の反映についても引き続き検討が必要であると認

識している。 
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別添１．データセンター・半導体工場の新増設に伴う個別計上について 

  

 2024年 2月 27日に開催された第 70 回電力・ガス基本政策小委員会7において、需要想

定の高度化の方向性について議論され、「需要想定への個別事象の織り込み方法につい

て、共通の考え方を検討すること」が提案された。これを受けて、「個別計上の要否」「蓋

然性」「個別計上の想定方法」の観点から整理した。 

  

（１）個別計上の共通の考え方 

① 個別計上の要否について 

一般的に、経済指標により需要想定する場合には、過去の需要と経済指標の実績

から最小二乗法で相関式を求め、将来の経済指標の想定値を代入することで、将来

の需要電力量を想定するものである。 

しかし、想定期間に、過去実績では見られなかった大規模な新増設需要が見込ま

れる場合は、相関式のみではその需要動向の反映が困難であるため、個別計上する

必要がある。 

そのための個別計上の要否判断としては、供給区域に与える需要影響が大きいと

思われる新たな大規模需要の蓋然性があり、かつ、経済見通しとの関係性からも、

過去の需要実績や経済指標による需要想定には反映されていないと判断する事象に

ついて、計上するものである。 

 

 

別添図１－１ 個別計上の要否について 

                             
7 第70回総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 資料10 電力需給対策について 

 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/070.html 
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大規模な新増設は理論値に

反映できないため、

個別計上する必要性が高い。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/070.html
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② 蓋然性について 

 2023年 6月の経済産業省の「半導体・デジタル産業戦略」の改定を受け、昨年よ

りデータセンター・半導体工場の新増設の動きが活発になっていることから、前回

想定から、これら需要を個別に計上している。 

そのデータセンター・半導体工場等の新増設の蓋然性の評価としては、需要設備

系統アクセス業務に沿って系統申込状況を把握して判断している。 

具体的には、系統接続プロセスにおいて、工事費負担金契約締結・請求する段階

まで進んでいる案件は蓋然性が高いと評価して、必ず個別計上することとしてい

る。それ以前の段階にあっても、工事内容の具体的な検討、補助金採択やプレスリ

リース等の状況を踏まえて、供給エリアの一般送配電事業者として蓋然性が高いと

判断する案件については個別計上する。 

  

 

別添図１－２ 蓋然性について 

 

 

③ 個別計上の想定方法 

個別計上の想定値は、一般送配電事業者への申込契約電力をベースに、業種や規

模が類似する既設設備における実績などを参考に、補正率や負荷率を設定し算出す

る。 

  

 最大電力 = 申込契約電力 × 補正率8  

 

 年間電力量 = 最大電力 × 負荷率9 × 稼働時間  

 

  

                             
8 補正率は、①契約電力補正：申込時点と供給開始時点との乖離補正、②デマンド補正：契約電力と最

大電力との乖離補正について、業種や規模が類似する既設設備における実績などを参考に想定 
9 負荷率は、業種や規模が類似する既設設備における実績などを参考に想定 
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（２）個別計上の想定結果 

最大需要電力（合計）は、2025 年度では＋56 万 kW、2029 年度では＋431 万 kW、

2034年度では＋715 万 kWが個別計上される結果となった。 

また、需要電力量（合計）としては、産業用その他に 2025 年度では＋36 億 kWh、

2029 年度では＋308 億 kWh、2034 年度では＋514 億 kWh が個別計上される結果とな

った。 

 

別添表１－１ データセンター・半導体工場の新増設に伴う個別計上値 

最大需要電力（万 kW）・需要電力量（億 kWh） 

 

 

 

別添図１－３ 個別計上（最大需要電力：全国計） 

 

  

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

最大需要電力（合計） 56 100 186 317 431 538 617 678 702 715

データセンター 47 79 145 254 343 440 518 579 603 616

半導体工場 9 21 41 63 88 98 99 99 99 99

需要電力量（合計） 36 71 130 218 308 382 441 487 504 514

データセンター 30 55 102 176 243 309 367 414 431 440

半導体工場 6 17 28 42 65 73 73 73 73 73

想定

年度
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（３）前回想定（2024年度）との差異・推移 

データセンターにおいて、既設実績を踏まえ、数年程度かけて本格稼働に至る傾

向を想定に反映したことにより、2029 年度までは前回想定を下回る推移となってい

る。しかしながら、データセンター・半導体工場の新増設に伴う需要の増加傾向は続

き、2030年度以降は前回想定より上回る想定結果となった。 

 

別添図１－４ 前回想定との差異・推移（最大需要電力：全国計） 

 

（４）エリア別の見通し 

個別計上を行ったエリアについて、「東日本エリア／西日本エリア」かつ「大規模

需要エリア／それ以外」で区分し、「北海道・東北」「東京」「中部・関西」「中国・九

州」で集約した見通しを以下に示す。 

 

別添図１－５ エリア別の見通し 
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別添２．過去実績から見た今回想定の水準感について 

本機関の公表資料においては、回帰分析における観測期間の原則である過去 10 年程

度の実績値を掲載している。 

しかしながら、想定目標年度が進んだことで、東日本大震災以降の需要構造の変化が

過去 10 年実績の範囲外となった一方、データセンター・半導体工場の個別計上により

実績傾向を上回る想定値が示されるようになったことから、想定値の水準感が掴みにく

い状況となった。 

このため、参考として今回想定結果のグラフの実績期間を過去 20 年に拡大したもの

を以下に示す。 

 
別添図２－１ 最大需要電力全国合計（夏季：送電端） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        （使用端合計）             （家庭用その他） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         （業務用）              （産業用その他） 

別添図２－２ 需要電力量全国合計 
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別添３．需要想定フロー及び供給区域ごとの需要想定方法 

需要想定フロー及び供給区域ごとの需要想定方法は以下のとおりである。 

 

別添図３－１ 需要電力量（使用端）の想定フロー 

 

 

別添図３－２ 最大需要電力（送電端）の主な想定フロー（日負荷率による想定の場合） 

 

別添表３－１ 供給区域ごとの需要想定方法 

 

(注)１.経済指標（GDP等）と時系列の両方の記載がある箇所は、重回帰による想定 

  ２.下線箇所は、経済指標や時系列の回帰式以外に個社動向を織り込み想定 

口数 原単位 口数 原単位

北海道
GDP
原単位

IIP
GDP
原単位

IIP 日負荷率

東北
GDP
人口

IIP
時系列

GDP
人口

IIP
時系列

日負荷率

東京
GDP
時系列

IIP
時系列

GDP
時系列

IIP
時系列

中部
GDP
時系列

IIP
GDP
時系列

IIP

北陸 時系列
個社動向・
直近実績等

時系列 IIP 日負荷率

関西
GDP
時系列

IIP
時系列

GDP
時系列

IIP
時系列

中国 時系列
IIP

時系列
時系列

IIP
時系列

四国 時系列
IIP

時系列
時系列

IIP
時系列

九州
GDP
原単位

IIP
GDP
原単位

IIP

沖縄 時系列 時系列 ８月比率 時系列 時系列

人口/一
口当たり
人口

日負荷率
人口/一
口当たり
人口

最大需要電力

８月 １月

日負荷率

－

－

日負荷率時系列 時系列

需要電力量（使用端） 需要電力量（使用端）

家庭用その他
業務用 業務用

産業用
その他

産業用
その他

家庭用その他

2025年度及び2026年度（短期） 2034年度（長期）

最大需要電力

８月 １月
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別添４．全国及び供給区域ごとの需要想定（詳細表） 

  本報告書で記載した想定値及び過去の実績値を以下の詳細表に示す。 

別添表４－１ 年度別詳細 
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別添表４－２ 需要電力量（使用端）用途別 
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別添表４－３ 供給区域需要想定（第 1年度、第 2年度 月別詳細） 
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別添５．定義 

本報告書で使用している用語の定義は以下のとおりである。 

① 使用端電力量 

一般の需要に応じて一般送配電事業者の流通設備を通じて供給

される電力量。 

② 需要端電力量 

使用端電力量に一般送配電事業者の変電所所内用電力量を加えた

もの。 

③ 送電端電力量 

需要端電力量又は使用端電力量に送配電損失量※を加えたも

の。もしくは、発電端電力量から発電所所内用電力量を差し引いたもの。 

※需要端電力量に加える送配電損失量は、一般送配電事業者の変電所所内用電力量

を含まない。 

④ 発電端電力量 

発電所の発生電力端の電力量。 

⑤ 最大需要電力  

ある月について１時間の最大需要電力を上位から３日採り、それを平均したものの

内、年間で最大となるもの。なお、夏季（８月）の想定を基本としているが、冬季に最

大需要電力が発生するものと想定する地域においては、夏季に加え冬季の最大需要電

力も想定している。 

⑥ 負荷率 

一定期間中の最大需要電力に対する平均電力（一定期間の電力量をその期間の総時

間で除したもの。期間の採り方により日・月・年平均電力等がある）の比率で、負荷の

特性を表すもの。 

⑦ 供給区域需要  

一般送配電事業者の各供給区域において、小売電気事業者、一般送配電事業者及び登

録特定送配電事業者が一般送配電事業者の流通設備に接続する一般の需要に応じて供

給する電気の量。  

なお、電気事業法の一部を改正する法律（平成 26年６月 11日成立、以下「改正電気

事業法」という）第二条第一項第五号ロに掲げる接続供給により供給されるものがある

場合、当該電気の量は各供給地点が属する供給区域需要に区分する。  

⑧ 平均増減率 

計算期間における年間の平均増減率を表す。（複利計算の利率と同様。） 

⑨ 需要区分 

使用端電力量を用途に応じて区分に分けたもの。 

⑩ 家庭用その他  

低圧により受電する需要とする。 

⑪ 業務用、産業用その他  

特別高圧・高圧により受電する需要とし、業務用と産業用その他に区分する。  

(注)改正電気事業法第二条第一項第五号ロに掲げる接続供給により供給されるものがある場合、

当該分は家庭用その他、業務用又は産業用その他いずれかの需要区分に含む。 

  

発電所 所内電力量 

送電損失電力量 

変電所 所内電力量 

使
用
端
電
力
量 

需
要
端
電
力
量 

送
電
端
電
力
量 

発
電
端
電
力
量 

家庭用その他電力量 

業務用電力量 

産業用その他電力量 
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別添６．需要想定要領の見直し経緯（概要） 

本機関は、電力システム改革の進展に合わせて適時、需要想定要領の見直しを行って

おり、2019年以降において見直しを行った内容について、その概要を以下に記す。 

 

 2019年７月１日変更 

適切な供給力の確保に向けて、2024 年度実需給向けに開設される容量市場の初

回オークションが 2020 年度に実施されたことから、その基礎となる需要想定につ

いても、説明性の向上等の観点から供給区域間で不整合とならないよう想定方法の

考え方を改めて整理し、基本的な想定方法を定めるとともに手法等を具体的に記載

した。 

 

 2020年７月９日変更 

2024 年度に容量市場が開設されるまでの間、小売電気事業者が確保する供給力

が不足した場合、一般送配電事業者が代わりに供給力を調達することが出来るよう

にするため、供給力が不足する時期・量をきめ細かく算定すべく、対象となる供給

計画第２年度について、最大需要電力（送電端）の想定を月別に実施することを定

めた。 

 

 2022年４月１日変更 

配電事業ライセンス創設に伴い、配電事業者が事業エリアの需要想定を行う必要

が生じたことから、需要想定の実施主体に配電事業者を追加した。 

 


